












中医協専門委員の追加について  

O 「中央社会保険医療協議会の在り方の見直しについて」（平成16年  

10月27日中央社会保険医療協議会全員懇談会了解）及び「中央社会   

保険医療協議会の新たな出発のために」（平成17年7月20日中医協の   

在り方に関する有識者会議）（以下、「有識者会議報告」という。）を踏ま   

え、「診療報酬改定の結果の検証を行い、これをその後の診療報酬改定に   

係る議論に繋げていく」 ことを目的として、中医協公益委員全員により   

構成される「診療報酬改定結果検証部会」を設置したところ。  

○ また、有識者会議報告においては、「診療報酬改定の結果の検証という   

新たな公益機能を適切に担っていく観点から、公益委員の人数について   

は、現行の4名からこれを増やしていくべき」とされており、「公益委員   

の中に、医療経済、財政、会計等の専門家が必要とされてくるものと思   

われる」とされている。  

○ このような趣旨を踏まえ、中医協の委員については、「専門の事項を審   

議するために必要があると認めるときは10名以内の専門委員を置くこ   

とができる」とされていることから、診療報酬改定の結果の検証の機能   

を担う専門委員を新たに置くこととしてはどうか。  

（注）現在、専門委員として、老人診療報酬担当2名（総会に出席）、薬価担当3名（薬  

価専門部会に出席）、保険医療材料担当3名（保険医療材料専門部会に出席）、看護  

担当1名（総会及び診療報酬基本問題小委員会に出席）の合計9名が委嘱されてい  

る。   





「中央社会保険医療協議会の新たな出発のために」  

（平成17年7月20日中医協の在り方に関する有識者会議）（抄）  

公益機能の強化について  

○ 現在、中医協においては、診療報酬改定に係る審議は精力的に行われている一方、   

診療報酬改定の結果の検証については、医療真の動向の報告等が行われてきた程度で、   

診療報酬改定に至る取組と比べ、その取組は不十分であったと考えられる。  

○ 今後、中医協においては、診療報酬改定の結果の検証を行い、これをその後の診療   

報酬改定に係る議論に繋げていく取組が求められていると言えるが、このような診療   

報酬改定の結果を検証して国民に分かりやすく説明し、国民の評価に資する機能を、   

新たな公益機能として、公益委員に担わせるべきである。  

○ なお、今後、公益委員が診療報酬改定の結果の検証の機能を適切に担っていくため   

には、公益委員の中に、医療経済、財政、会計等の専門家が必要とされてくるものと   

思われる。  

公益委員の人数について  

○ 中医協委員の人数については、社会保険医療協議会法第3条第1項の規定により、   

支払側委員8名、診療側委員8名及び公益委員4名の合計20名により構成すること   

とされている。  

○ しかし、三者構成における公益委員の調整機能をより的確に発揮できるようにする   

観点から、また、診療報酬改定の結果の検証という新たな公益機能を適切に担ってい   

く観点から、公益委員の人数については、現行の4名からこれを増やしていくべきで   

ある。  

○ 具体的にどの程度まで増やすかについては、「調整機能の的確な発揮のために、公益   

委員を全体の過半数とすべき」という意見、「公益委員の人数を増やし、支払側委員及   

び診療側委員と同数とするべき」という意見、「公益委員を増やすとしても、量より質、   

専門分野のカバーといった観点から考えていってもよいのではないか」という意見ま   

で、様々な意見があった。  

今後、中医協の委員数全体の適正を維持するという観点も踏まえつつ、支払側委員   

及び診療側委員のそれぞれと同数程度とすることを基本としながら、検討していくべ   

きである。  
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事後評価の在り方について  

○ 前述のとおり、今後、中医協においては、診療報酬改定の結果の検証を行い、これ   

をその後の診療報酬改定に係る議論に繋げていく取組が求められていると言える。  

○ 診療報酬改定の結果の検証に当たっては、「個々の診療報酬改定が企図した効果を挙   

げているか」といった観点からの検証のほか、「そもそも厚生労働大臣の下における他   

の諮問機関が策定した診療報酬改定に係る基本方針に沿った改定が行われたかどう   

か」といった観点からの検証も必要となる。  

○ 検証に当たっては、公益委員がその機能を担うべきであるが、必要に応じて専門的   

な立場から調査を実施する者の活用についても検討していくべきである。  

○ また、検証の結果については、これを公表して国民の目にさらすとともに、その批   

判に耐え得るような内容のものとしていくべきである。  
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